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１）はじめに

只今ご紹介頂きました川本です。
現在行政刷新ワーキング第一グループに属して事業仕分け作業に携わっており、本日はそこから駆けつけましたので若干遅れて申し訳ありません。本日販売予定して頂く書籍についてですが、「道路独裁」「霞ヶ関埋蔵金」の2冊をお願いしています。

前者は私もかかわりました道路公団民営化を取材した朝日新聞の記者の著書です。道路利権が日本の政治の中にどれほど深く残っているか、逆に改革の意思のある人達が思いを遂げられなかった事などが解って頂けると思います。起こった本当のことが書いてある著書だと考えます。
もう一冊は時事通信の記者によるものですが、特別会計の事について描かれています。

これらの著書を読んで頂く事は大切だと思います。何故なら新政権になって情報開示が行なわれる様になり、新しい日本を作っていけるかと言う点にも繋がるからです。行政刷新会議についても種々批判がある事は事実ですが、予算編成の過程の一部を透明化し、それらを公開の場で議論しているという事が大きな前進だと思います。

本日のテーマは「日本経済の課題―再生に舵を切れるか」ですが、最近の経済の課題や新政権への期待などを話します。その中でも情報開示が大事であると共に、如何に合理的な思考が出来るかで国の経済は変わって来る、という期待をお話します。そういう意味で、本日は皆様の今後の考え方の視座の提供という位置付けで捉えて頂ければと思います。
２）グローバル化経済とは
新政権に期待があるとは言え、新政権が解決しなければいけないのは、これまでの長く深い構造問題なので、それを今ひとつ確認しなければなりません。
現在グローバル化が進んでいるという事は申し上げるまでもありません。一人当りGDPが1万ドルを超えると消費市場としては成熟したものになるといわれています。現在その市場は10億人、つまりグローバル市民は10億人で、2030年には中国がこの一人当りGDP1万ドルの段階に入って来るので、25億人がグローバル市民となります。更に2040年にはインドも参加してくるので、40億人のグローバル市民の誕生となります。
従い、従来の欧米先進国中心の市場とは異なる広がりが起きて来ます。同時に世界市場も成長し、事業領域も拡大して来ます。格差の拡大と言う、グローバル化の負の側面ばかり論じられがちですが、グローバル化により世界の貧困層は劇的に減っているという事は事実です。グローバル化は、だれかとだれかの命令関係で起こっているものではなく、消費者のニーズなどの自主的なものから起こっていることなのでこの方向性が変わって行く事はないと思います。
３）グローバル経済の最近のトピックス

最近のトピックスという点では、金融危機は非常に早いスピードで展開したという事が言えます。例えば在庫で見れば、コンピュータ管理により調整がスピーディに行われました。情報の伝播がインターネット等で早く伝わっています。また会計の仕組みも時価会計により素早い処理が行われ、そのスピード感が心理的増幅を大きくしました。つまり落ち込みがとても早かった。その一方今夏には底入れ感も出てきました。

では二番底があるのかという点についてですが、これは誰にも解りません。但し従来の経済の動きと異なっていると感じるのは、世界のリーダー達が集まって議論をしていると言う点です。世界危機の後保護貿易に走ってしまうと経済は冷え込んで行く訳ですが、議論によって防ごうとする努力はひとつ安心材料と言えます。勿論他の要素もあり何とも言えませんが。
米国でも新大統領の下で医療改革等いろいろ問題はありますが、「Yes we can」改革が進められている事、現在の世界経済のエンジンと言うべき中国が成長している事、石油・穀物の相場変動が大きいこと、環境問題が重要視されている事、等を枠組みとして抑えておく事は必要です。

リーマンショックについて少し詳しく説明します。何故この様な問題が起きたのかというと

制度面と金融機関の経営の問題の2つの側面があります。

制度面では監督当局が複雑な商品を充分に把握し切れなかった事と、情報の非対称性という問題があります。米国は権力の集中を嫌う体質であり分散型の管理となっているので、どうしても漏れが出てきてしまうという事があります。

金融機関の経営の問題としては、リスク管理システムが不十分であったとか、インセンティブシステムが歪んでいるという事も背景にありました。極限シナリオの想定不足、第三者によるチェック不足、問題を早期把握する仕組みがなかった事等、諸々の理由があります。
政治的にはガバナンスの問題が指摘されていますが、やはり技術的な問題を充分理解しなかった、つまり勉強が足りなかったという事かも大きいと思います。今後規制をどうするかの議論は必要ですが、投資銀行が上場した事で利益を上げねばならなかったという背景もあります。
こういう状況の中で欧米金融機関はリスクテークに規制をかけるべきと言う議論が行われていますが、この考えは必ずしも日本には当てはまらないのではないでしょうか。日本の場合は、金融機関がリスクを取ることをためらうことも多いからです。日本の場合はどのように適切なリスクをとるしくみをつくり、人材の育成をはかるのか、が課題でしょう。

次に、グローバル環境とはどういう事かを申し上げたいと思います。例えば、銀行業のコストオフショア（企業のアウトソース業務を海外に委託すること）を考えてみます。海外に業務を移転させる事でコストカットだけではなく、優秀な人材の確保にも繋がり、結果として企業にもプラスになる事が多いという事です。中国で毎年90万人、インドでは200万人の大卒が社会に出て行っていますが、大変にコストの安い、しかもトレーニングされた労働力が市場に供給されてくる事を認識しないで、内向きになってくると日本の競争力はどんどん落ちて行きます。

４）日本経済の問題
日本経済の問題について話します。滅入る話も多いですが、新政権への期待を込めてどうなるかを見ていきたいと思います。
まず国の借金が雪だるま式に膨らんでいる状態。債務の対GDP比率は2010年には200%超と言われています。欧米では40～70％レベルで、借金大国と言われるイタリアでも121％なので、日本の借金体質が如何に大きいかと言う事です。事業仕分けを通じて削るところは削ろうとしていますが、これまでの国のオカネの使い方を根本的に改めていかねばなりません。日本国債は大方が日本企業の保有だから安定しているという反論もありますが、子孫の世代に負担を押し付けるのは問題です。

次に人口減少問題があります。1.2億人の日本国民が2050年には90百万人にまで落ち込むという予想があります。この問題は政策によって反転させる事が出来るので、これをどう捉えるかです。人口が減っても良いではないかという議論もありますが、人口減という現象は、その国がいずれ消滅の危機を迎える、という意味です。少なくとも現状維持をしないと将来は感じられません。従い人口が減っても良いというのは無責任な発言なように思います。次世代に引き継ぐ責任感が必要です。

どの国でも少子高齢化は進んでいますが、そのレベル感が相当違います。2050年には日本では65歳以上の人が35.7％です。米国は2割。65歳以上が３人に1人と5人に1人では社会の景色が全く異なります。これに対してどう備えるかですが、

これまでの日本の政治は道路作り、コンクリート固めに注力してきました。一方教育への支出が少ないと言う事実もあります。勿論お金を使えば良いという事ではありませんが、義務教育段階の理科・算数の学習時間数が減っています。子供達の教育は大人の責任を意識すべきです。

また若年層の失業率を放置しておいた事も問題です。今年7月には5.7％になりましたが、日本の失業率は長年5％を超えた事はありませんでした。世代別に見ると45～54歳の失業率が4％程度、しかし5～24歳の失業率は95年から5～10％のレベルになっています。しわ寄せが若年層にいっているというのが日本の現状です。日本には資源がないので、「人が財産」というのは共通の認識です。そうであるならば、子供達に知識をしっかり教え、判断力を養ってから労働市場に送り出し、OJTで鍛えて初めて社会に貢献出来る人材に育つ訳ですが、それが為されていません。これは世代間闘争というよりも、年金の原資にも繋がるテーマなので、全世代で考えていく必要があります。
子供をもつもたない、は個人の問題なので政府がとやかく言うべき事ではありませんが、少なくともこれまでは政策が少子化を促進して来たという事実があります。例えば育児の公的支援も先進諸国の中では最低水準です。社会保障には年齢制限や所得制限はありませんが、児童手当は所得制限があり、結果として普通に働いている人はこの支援を受けられませんでした。最近変わりつつありますが、出産費用も医療保険の対象外となっている等。また社会一般通念として中高生を大人扱い料金とするなど子育てに優しくない政策や慣行が続いてきました。若いカップルに希望する子供の数について質問すると、2.3～2.5人ですが、実態は1.19人という事になっており、若い人の希望が叶えられていない事は問題です。こういう政策を直していかないと、豊かさを感じられない国になってしまう。
年金の問題ですが、我々の世代の年金を減額するなり、制度を抜本的に変えるなりしないと子供達の世代には年金が回らなくなります。社会保障制度が充実していないと、結果として消費も増えていかないという問題になります。

以上見てきました通り、政治が迷走し、状況としては非常に厳しくなっている事を認識する必要があります。問題解決の為には問題把握が必要ですので、このところはしっかり押さえておきたいと思います。
５）この10年課題は解決せず

このように日本経済の課題はこの10年殆ど変わっていません。８００兆円を超える国家債務、公的資金循環の中での無駄遣い、公共事業の削減や人材への投資も為されませんでした。また年金・医療等国民の安心を確立しなければいけないのに、少子高齢化の構造問題が絡んで来ました。「成長・生産性」の問題を解決しないとこれらの問題解決は無理です。
国と個人との関係において国がどこまで責任を持つかと言う点についてですが、「友愛」の前提は自立する個人であると鳩山首相も言っている様に、そこを忘れてはいけません。ともすれば国に面倒を見てもらうという発想があるとすれば、弊害こそあれプラスにはなりません。

特に最近問題なのは格差問題ですが、これは貧困とかセーフティネットとは切り分けるべきで、成長出来ない事から安心感を持てないというところが問題の本質だと思います本当に助けの必要なところにお金が使われて来たのか疑問です。

ダブルインカム世帯の増加ですが、80年には600万世帯と言われており、03年には950万世帯に増えています。男性雇用者と専業主婦世帯は80年に1,120万世帯で、03年は880万世帯とこちらは減少しています。それにも関わらず制度は専業主婦優遇です。専業主婦という価値観は否定しませんが、国が補助できるほど国は豊かでないので、制度としては直して行くのが自然な流れなのではないでしょうか。国民全体の負担において特定利益集団の優遇強化でよくないですし、旧来の財政運営では経済の辻褄が合わなくなって来ているのが実情です。
６）新政権への期待・閉塞感の打破

新政権への期待ですが、国民は閉塞感が強いから民主党を選択したのだと思います。担い手が若いという特徴があります。行革刷新会議で一緒に活動している方々も、野党時代が長かった事も影響しているかも知れませんが市民感覚で情報発信も積極的です。またITリテラシーも高く、伝統的家族感やしがらみから脱却出来る可能性はあります。
子供手当てについても社会で子供を育てるという姿勢をきちんと政権が保ち、それが受け入れられれば国は変わって行くと思います。また無謬性の神話からの脱却という面では、これまで一党支配であった為間違いを素直に認められないというところはありましたが、今いろいろな問題が掘り出されています。
国民主権と言う事も主張しています。従来の供給者原理から需要喚起という事で、消費者にとっての選択肢が増える事になります。規制改革と言う言葉は新政権は使わないと思いますが、消費者主権になるという事は規制を改革してより新しいサービスを作って行くことだと思います。

人権の問題にも取組んで欲しいと思っています。一票の格差について触れますと、例えば千葉県と高知3区を比較すると１：５になります。もし投票制度が女性1票、男性0.5票という制度だとすると男性は怒るでしょうし、女性も嬉しいとは思いません。住んでいる地域によって1票の重みが全く違うという不平等も直して行って貰いたいです。
基礎自治体による行政と言う事で、住民に近い行政の役割が大きくなる可能性があります。また官・政・国民のポジショニングに変化が出てくると思われます。今までは「官」が偉いという風潮でしたが、官の上に政治が位置づけられる様になると、政治家を選んでいるのは国民なので、国民が一番上になる社会になれば面白いと思います。

一方民主党政権に心配材料もあります。一番の心配は自由な企業活動を阻害すべきではないという点です。今企業活動をdiscourageする政策を打ち出している様に感じます。税金を納めてくれるのは企業なので、その企業活動を阻害すべきではありません。例えば金融規制や最低賃金、製造業の派遣禁止等の政策は現実的なのでしょうか。この様な政策を取ると、
優秀な頭脳を求めて企業はどんどん外に出て行く心配が消えません。
これまで当り前とか、変わる事はないと思われていた事が八ツ場ダムの例の様に一瞬で変わって行きます。あり得ないと思っていた変化が起きると人間は変革に対する可能性を信じる様になり、従って日本が元気になると思います。勿論国民がしっかりと見極める必要があるとは思いますが。
８）現状を変革する理性と情熱

そういう中で現状を変革していく為には理性と情熱が必要で、理性の役割は大きいです。すなわち客観的な思考です。例えば希望的観測を止めて目的や結果を考えることが大事です。必要な変化があったとしても、それを「混乱」と言ってしまうと皆が不安になり変化をもとめなくなります。独立心を築く、つまり他人の貼ったラベルに惑わされず、自ら考えることが大事です。

また本質が何か、考える事も必要です。リターンにはリスクがあり、ベネフィットにはコストがあります。つまりフリーランチはないという当たり前の事を理解せねばなりません。さまざまな議論を聞いているとみな財務省にお金がいくらでもあるという錯覚をしているのではないかと感じます。財源は税金しかないという事を皆が認識せねばなりません。

改革への異議は既得権益を守りたいという意識があるのではないでしょうか。また「寝耳に水」という言葉も良く聞きますが、寝ている方が悪いです。準備を常にしておく事が必要です。
９）「WHY」と問いかける事から合理的発想を持つ
いろいろ申し上げて来ましたが、大事な事はこれまでの当たり前をどれだけ直して行くかでしょう。いくつか例を挙げて考えてみます。
「どうして通勤電車は満員か？」⇒鉄道が民間であることもあるが、投資の問題です。

「どうして電気代はフランスの4倍か？」⇒原子力問題にも関係してきます。

「証券取引所は何故昼休みがあるのか？」⇒昼休みがある取引所は日本と香港だけです。

「何故違憲判決が出難い？」⇒違憲判決を出すと出世出来ないという研究報告もあります。

「何故学校は同い年だと同じ学年なの？」⇒成長過程によって一律である必要はないです。

等々ですが、いろいろ頭の体操をして発言していったら宜しいかと思います。要はいろいろな可能性を模索する事で住みやすく、皆が幸福と感じる社会になるのではないでしょうか。
そして未来に向かって建設的に人を励ます事が出来るかが大事です。特に立場が上になればなるほど、皆を励ますことが大切になってきます。自分で自分を励ます、人を励ます、そういう事を続けて行く事で変革が起こると信じています。

【Q&A】

Q:①世の中のいろいろな問題の中で、民主党政権は何を優先しているのか伺いたい。

　②行政刷新仕分け作業中ですが、国会議員の高コストについてどうお考えですか？

　　（国会議員一人当り約20百万円、秘書コストを入れて約7～80百万円です）

A:①成長をどう考えるのかです。民主党は成長戦略がないと言われていますが、子供手当ても立派な戦略です。また企業に自由な活動をさせ、個人個人にはセーフティネットを作る、そのセーフティネットの制度は企業や業界を守るという事ではなく、個人にきちんとネットを張る事で、仮に勤務先が倒産したとしても個人は救済されます。企業を守る事ばかりやっているから問題なのではないでしょうか。
　②給料を削ると言う縮み志向は良くないと思います。高コストであるならそれなりの仕事をしてくれれば良い訳で、国会でしっかりと議論して頂く事です。給料を削るよりも定数を削る事を考えた方が良いのでは？
Q:少子高齢化が一番大きな問題だと理解するが、逆に65歳以上の人材や、専業主婦をどう活用するかによって労働人口もそれほど減らずに済むのではないか？ボランティアでも良いから社会参加するとか、若い人に頼るのではなく高齢者が高齢者を助け合う事がこれからの日本に大切ではないか？
A:仰る通りです。私はたまたま働いていますが、働くことをのぞんでいる専業主婦もたくさんいるはずですので、トレーニングをして社会に送り出す事は可能と思います。但しその様な人達が社会に出ようとしても、扶養家族かどうかのボ－ダーである130万円という数字が邪魔をしていますので、それをまず取り払うべきでしょう。

　少子化については、出生率が２とか2.3になると社会保障の問題も解決すると言われています。若者は2.5人の子供を希望しているですから、皆の希望が叶えられればこの問題は

　解決します。
　高齢者の問題については、元気な方は年金は働いている間は貰わず、働くのをやめたときにその時までの分をまとめて貰う仕組みにしてはどうでしょう。

Q：日本の借金は800兆円との事だが、いつまでに返済すれば問題ないのか？

A：市場が反乱を起こさないうちです。金利が上昇し始めたら大変な事になります。それがいつかという時期については何とも言えません。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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